

「日韓交流おまつり2011 in Tokyo」興行事業者公募
｢日韓交流おまつり｣とは、韓国と日本両国による共同交流イベントです。毎年、東京とソウルで開催され、両国の様々な文化イベントを通じて、両国の友好関係を築くのに貢献しており、2011年度も引き続き開催される予定です。

つきましては、下記の通り｢日韓交流おまつり2011 in Tokyo｣にご協力いただける興行事業者を公募することになりましたので、皆様からの多くのご関心及びご応募をお待ち申し上げております。

2011年4月吉日

｢日韓交流おまつり2011 in Tokyo｣運営委員長
記
1. ｢日韓交流おまつり2011 in Tokyo｣概観  
1）事業目的

韓国人と日本人が1つになって作り上げる韓日共同交流イベントであり、両国の多彩な文化芸術プログラムを相手国において互いに実施することにより両国の文化交流の活性化を図る。
2）推進背景

・2005年「日韓友情年」の主要事業としてスタート

・以降～2008年まで毎年ソウルのみで開催
・2009年2月11日、韓日外相会談時にソウルと東京での同時開催を合意

・2009年以降、毎年両国で同時開催
3）事業概要
・行事名：日韓交流おまつり2011 in Tokyo

・日時及び場所

　‐前夜祭：2011年9月30日（金）/ホテルニューオータニ（東京・千代田区）

　‐本行事：2011年10月1日（土）～2日（日）六本木ヒルズアリーナ（東京・港区）

・プログラム案

　‐行事テーマ：共存共栄の新しい100年

　‐前夜祭：レセプション形式

　‐本行事舞台プログラム案

　　開幕式、閉幕式、韓国歌謡コンテスト2011本選大会、韓流歌手ライヴ、

在日韓国学校公演、在日韓国芸術人（団体）公演、韓日各地域お祭り団体公演、

韓国芸術人（団体）公演、日本芸術人（団体）公演、韓日芸術人（団体）共演公演等

　‐付帯イベント：各種体験コーナー（韓国料理、韓服試着、ハングルTシャツ制作等）
　　
2.  委託事業概要  
1）事業内容
前夜祭及び本行事主管、各種公演団との交渉及び管理、イベント会場の使用手続き及び製作物等の設置、マスコミ報道及び取材対応、寄付金・協賛金・募金活動推進等
2）委託期間
2011年5月中（契約締結後）～2012年3月頃（最終精算書及び報告書提出完了時まで）
3）予算額：約8,000万円～9,000万円

※但し、韓流スター、韓国側公演団交渉の一部及び韓流スター映像メッセージの制作費用は韓国文化体育観光部（省）が、韓国料理関連イベント会場使用手続き及び進行に関する費用は韓国農林水産食品部（省）が、前夜祭会場使用手続き及び進行に関する費用は駐日韓国大使館（但し、前夜祭に出演する公演団の出演料及び舞台関連費用は上記予算額から支出）がそれぞれ支払い別途管理するため、上記予算額からは除外
3.  委託する主な内容  
1）広報実施計画樹立及び進行
・段階毎に、媒体毎に広報の計画を立てること

・イベント広報物（ポスター、チラシなど）を制作し、計画に沿って配布

・各方面のマスコミへの広報（記者会見の実施など）

・広告媒体の選定及び執行
2）イベントの主管
・イベントのコンセプト及びスローガンの樹立
・イベントのロゴを活用した各種デザインの開発

・寄付金・協賛金・募金活動支援全般
・実行委員会及び運営委員会の管理及び会議開催支援

・イベント会場（六本木ヒルズアリーナ：使用予約済）の契約及び管理

・イベントの進行と運営（前夜祭、メイン会場舞台上公演、付帯イベント）計画樹立及び

人力の確保とその配置など

※「韓国歌謡コンテスト2011」本選大会、付帯イベントの運営人力は別途用意する予定

※ボランティア（会場案内係など）の募集及び管理は別途用意する予定

・出演公演団との渉外及び管理（出演公演団は原則として公募、一部のみ招待する予定。但し、韓国側公演団を含む一部の公演団については、送迎及び滞在全般を管理・支援）
・イベント関連のブースなど施設物のデザインとその設置及び運営と管理

・付帯イベント（前夜祭、各種体験コーナーなど）の運営支援

・イベント当日に配布するイベント案内のプログラム制作及び配布

・付帯施設の予約及び管理：インタビュールーム、VIPルーム、大会事務局など

・各界主要人物へのご招待支援

・イベント記録：写真、映像撮影など

・行事結果報告書の提出（冊子：韓日両国語で作成、DVD、報道記事など関連資料収集）
4.  事業者の選定  
1）選定日程（予定）　※事情により変更となる場合もあります
・応募申請書類提出期限：2011年5月13日（金）15：00まで

・1次書類審査結果発表：2011年5月17日（火）に合格した事業者へ個別に通知

・2次プレゼンテーション審査：2011年5月19日（木）駐日韓国大使館 韓国文化院にて

　‐1社当たりの制限時間：40分

・優先交渉対象社の発表：2011年5月23日（月）に個別に通知
2）最終選定までの流れ
・1次書類審査、2次プレゼンテーション審査を経て、優先交渉対象社と交渉
・交渉

　‐優先交渉対象社と契約が成立すれば、次順位交渉対象社との交渉は省略

　‐優先交渉対象社との交渉が決裂すれば、次順位交渉対象社との交渉を実施

・契約：交渉を通じて契約
5.  応募方法  
1）応募資格
・対象事業を遂行する能力を持った事業者（機関、団体または企業）

・公示前日から過去最近3年以内に文化芸術行事の実績（経験）のある事業者
　※日本に所在しない事業者は応募不可（但し、日本に所在する事業者または協力団体との共同応募は可能だが、日本側事業者の遂行能力及び文化芸術行事実施実績の証明が必要）

2）応募申請書類の提出
・提出期限：2011年5月13日（金）15：00（必着）

・提出先：〒160-0004 東京都新宿区四谷4-4-10 駐日韓国大使館 韓国文化院

・提出方法：郵便等、または持込

3）応募上の注意事項
・ご提出いただいた事業計画書の内容は、駐日韓国大使館の許可なく変更することはできません。また、ご提出いただいた事業計画書は契約締結時の契約条件の一部として見なさせていただきますので、予めご了承ください。
・事業計画書の審査に必要な提出書類を追加で要求する可能性もありますが、追加書類も

事業計画書と同一の効力を持つものであることを予めご了承ください。
・提案書などは契約書の一部と見なし、運営　　　　 ・運営・実行委員会の要請により条件の追加、もしくは追加資料の提出を求める可能性も

あります。これらの提出物も事業計画書・提案書と同じ効力を持つこととなります。

・応募に関する全ての費用（準備から発送、第2次審査の交通費など）は応募者の負担とし、
  提出された書類は一切返還いたしません。

・事業遂行による産出物の所有権は、駐日韓国大使館に属するものといたします。

・予算は主管事業者自体の運営のための費用（事業者に属する職員の人件費を含む、事業者の諸経費）には一切使用することができません。
・主管事業者選定後、当初の事業計画から著しい変更等がある場合、当方は事業者選定及びその契約を取り消すことができます。

・提出書類に不正又は虚偽事項が発見された場合、評価対象から除外となり、契約後に発見された場合、当方は事業者選定及びその契約を取り消すことができます。

・事業計画書の全ての内容は客観的に立証されなくてはならず、当方より各事項についての立証書類の提出を求める可能性もあり、その求めに応じられない場合は評価対象から除外となります。
・事業計画書及び提出書類、また契約後に不正又は虚偽が発覚した際に、場合によっては損害賠償を請求することもあり、その場合は関連する諸般費用は応募者側に全面的に負担していただきます。

・本公募及び事業遂行過程において駐日韓国大使館が提供する資料等は他の目的のために使用はすることはできず、これらの使用についての全ての責任は主管事業者が負うものといたします。

・事業計画書及び提案書に記載された内容及び契約書等に記載された内容以外の事態が発生した場合、或いはそれらから漏れた内容の事態が発生した場合は、問題とならないように主管事業者側が事前に事態を収拾できるよう処置をとるものといたします。
・提出された書類は、契約書に特別に明記されている内容を除き、契約書に準ずる効力を持つものと見なすため、慎重に作成していただくことをお願い申し上げます。

・応募者は駐日韓国大使館の審査委員会の構成、審査基準、審査過程、審査結果について異議を提起することはできません。
・公募の結果、行事遂行に適合する事業計画書がなかった場合は、事業者を選定しないこともありますので、予めご了承ください。
6.  事業計画書の作成  
1）提出書類
下記項目をご参照いただいた上で、ご自由に創意工夫をしていただき、効果的な事業計画書（提案書）を作り上げてください。
【様式通りにご提出いただくもの：添付書類参照】
・応募申請書

・最近3年間の事業実績

・事業実績証明書
・経営実態報告書

・事業遂行組織体系及びスタッフ配置計画

・事業遂行スタッフ履歴書（1人ずつ作成）

【様式が決まっていないもの：自由形式】
・後援協賛及び寄付金募集の計画及び推進戦略（目標額：約2,000万円）
・予算執行計画（予算収支書）

・全体のイベント内容企画案

・国内外への広報企画

・その他、成功裏に本事業を推進するための各種事項

【添付書類】
・事業者登録証コピー
・法人登記簿謄本コピー

・法人定款

2）事業計画書作成要領
・本事業の概要、プログラム案及び本項目の要領に沿いつつ、漠然としたものではなく可能な限り充分な情報と計画案を提示しながら作成してください。
・上記項目にない事項でも本事業遂行に必要だと判断される内容などがある場合は自由に追加してご提案していただくことができます。

・詳細に作成することを原則とし、その根拠となるような資料、参考となるような資料等は必ず添付していただき、専門的な説明や技術的な説明等で分量が多い場合は、本編から外して別紙資料としてください。

・作成内容を客観的に立証できる資料なども添付して提出することができます。

・不必要な記述などは極力避け、明瞭ではっきりとした形で作成し、用語についても不確実な用語や抽象的な表現（例：～することもあり得る、～かもしれない）は避けてください。
・様式が定まっているもの、定まっていないもの、いずれにも項目として記載されていない内容を追加で記載する場合、別途項目を作って記載することもできますし、既存の項目の中に含ませて記載することもできます。また、逆に記載してある項目に対して記載する内容がない場合は空欄にせず、「該当なし」と書き込んでください。
7.  事業者審査  
1）審査及び選定方法
審査委員会を構成し、審査基準によって事業計画書を検討及び採点した結果、最も高い点数を得た事業者を優先交渉事業者として選定。
2）評価項目及び配点
	区分
	評価項目

	事業企画力
	ㅇ 企画創意性、事業目的の理解度
ㅇ 事業計画の具体性及び実現可能性

	事業推進力
	ㅇ 事業実績（類似事業の推進実績）及び遂行能力
ㅇ イベント運営及び管理計画の適正性と可能性

	人力・組織管理力
	ㅇ 人力投入計画及び現場運営人力の適正性

	広報力
	ㅇ 行事広報計画の適正性と創意性及び効率性

	予算収支計画の

コストパフォーマンス
	ㅇ 後援教唆の予備寄付金募集計画の具体性と効率性
ㅇ 予算執行計画（収支計画）の具体性と効率性


8.  お問い合わせ  
駐日韓国大使館 韓国文化院　｢日韓交流おまつり2011 in Tokyo｣係

TEL : 03-3357-5970

※ 昨年度 ｢日韓交流おまつり2010 in Tokyo｣の事業報告書を参考にしたい方は無料で配布いたしますので、お問い合わせ先までご連絡ください。
